

















































































































































サンプル数 平均 標準偏差 サンプル数 平均 標準偏差 t値
戦略的意思決定の分権度 84 2.00	 0.56	 85 2.32	 0.63	 −3.46	***
人事の意思決定の分権度 88 1.71	 0.65	 91 2.58	 0.55	 −9.58	***




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































PEFUNIT ＝ f［DECUNIT，CV］	 ………（１）
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前期売上高営業利益率 1.10	 *** 1.09	 *** 1.09	 *** 1.09	 *** 1.13	 *** 1.08	 ***
（12.63） （14.05） （13.94） （10.76） （10.78） （7.91）
エントロピー指数 0.01	 0.01	 0.01	 0.00	 0.01	 0.00	
（	0.70） （0.59） （0.52） （0.25） （0.57） （0.19）
平均事業部門規模 −0.00	 −0.00	 −0.00	 −0.00	 −0.00	 0.00	
（−0.16） （−0.26） （−0.36） （−0.70） （−0.24） （0.14）
業種ダミー YES YES YES YES YES YES
Observations 98 102 102 89	 85	 78
Adj	R-squared 0.738	 0.775	 0.773	 0.744	 0.731	 0.677	





























































































モデル １ ２ ３ ４ ５ ６
戦略分権度 −0.02	 * 0.01	
（−1.69） （0.32）




財務コントロール頻度 0.02	 ** 0.02	 *
（2.09） （1.78）
財務コントロール強度 0.02	 *** 0.02	 **
（2.66） （2.43）
前期総資産利益率 0.13	 *** 0.13	 *** 0.13	 *** 0.11	 ** 0.11	 ** 0.11	 **
（3.07） （3.17） （3.01） （2.28） （2.29） （2.27）
エントロピー指数 0.02	 0.02	 0.01	 0.01	 0.00	 −0.00	
（1.00） （0.83） （0.64） （0.50） （0.24） （−0.19）
子会社数 −0.00	 −0.00	 −0.00	 −0.00	 * −0.00	 * −0.00	
（−1.49） （−1.31） （−1.60） （−1.80） （−1.85） （−1.60）
親会社規模 0.03	 *** 0.02	 ** 0.02	 *** 0.02	 ** 0.02	 *** 0.02	 ***
（2.89） （2.59） （2.83） （2.51） （2.76） （2.67）
平均子会社規模 −0.04	 *** −0.04	 *** −0.04	 *** −0.04	 *** −0.04	 *** −0.04	 ***
（−4.80） （−4.55） （−4.77） （−4.09） （−4.59） （−4.17）
業種ダミー YES YES YES YES YES YES
Observations 155 162 160 150 150 142




























N 企業数 比率 企業数 比率
賃金体系の弾力的な運用 167 12 7.2% 107 64.1%
組織間の人事異動の容易さ 169 80 47.3%  29 17.2%
組織間の調整 168 82 48.8%  25 14.9%
顧客市場への対応速度 169 21 12.4%  70 41.4%
生産設備の有効活用 166 43 25.9%  21 12.7%
事業再編の容易さ（設置のコストや時間） 169 55 32.5%  47 27.8%
トップへのインセンティブ機能（責任の明確さ，
監督・管理コスト）
169 23 13.6%  71 42.0%
基本戦略との統一性 169 90 53.3%  14 8.3%
意思決定のスピード 169 36 21.3%  71 42.0%
事業間の相乗（シナジー）効果 169 56 33.1%  12 7.1%
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〔抄　録〕
本稿では，事業ポートフォリオ構造の複雑化とグループ組織の巨大化によって近年重要
性が増大している事業ガバナンスの在り方に関して，事業ユニットに対する分権度とモニ
タリング強度が組織パフォーマンスに与える影響を検証した。
分析の結果，親会社内部の事業単位・子会社とも，分権化（戦略的意思決定・人事の意
思決定・業務的意思決定）がパフォーマンス向上に寄与するという明確な証拠が得られず，
子会社ガバナンスではむしろ，戦略的意思決定や人事の意思決定の分権化がパフォーマン
スに対して負の影響を与える可能性が示された。これは，子会社の戦略的自由度が高まっ
た結果，事業の重複やグループ戦略の浸透，組織間の調整コストの増大など，分権化自体
が子会社の組織的非効率の一因になった可能性を示唆する。
対照的に，事業単位に対するモニタリングはパフォーマンス向上効果をもった。モニタ
リングの効果は，特に子会社ガバナンスにおいて明確であった。親会社による期中と事後
のモニタリング，すなわち財務諸表のチェックや利益指標に基づく成果の重視が子会社に
対する規律づけ機能を果たしており，親会社による厳格なモニタリングが重要であること
が示された。
